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研究成果の概要： 

政策決定過程の応用ミクロ経済分析として、政治献金と情報が政策決定、ひいては住民の厚

生に与える影響を明らかにした。さらにこの観点から地域間の統合の可能性を明らかにした。

また、官僚の将来利得獲得の誘因と政治家の再選の誘因が両者の政策にまつわる業務を行う

上での努力水準の決定に与える影響を明らかにし、さらに政策決定に関する権限の配分の決

定権の所在の在り方を制度の違いとして捉え、それら制度の違いが政治家や官僚の政策業務

上の権限分割と投入する努力に与える影響について分析を加えた。 
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１． 研究開始当初の背景 

本研究の開始当初に際して、関連分野である

Persson and Tabellini や Grossman and 

Helpman の新しい政治経済学の文献や、政

治学の分野の Epstein and O’Halloran らの

文献をサーベイした上で、政治家と官僚の政

策実現に取り組むためのモチベーションと

なる選挙とキャリアパスの違いを明確にし

た形での両者の間の権限分割に関する現実

的なモデルの構築を行うことで、政治的プロ

セスをも考慮に入れた、より現実的な実行可

能な政策オプションを明らかにし、その中の
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どの政策が実行されるのか、そしてその実行

される政策は効率性を満たしているのか否

かを明らかにしようとした。 

 

 

 

 

２．研究の目的 

実際の政策決定過程を見てみると、その業務

に携わる主体は多岐にわたる。政治家は言う

に及ばずであるが、本来行政業務担当の官僚

も政策立案には多大な影響力を行使してい

るし、民間のシンクタンクなども近年では関

わりつつある。このように従来の経済学で分

析されていた政策決定モデルは、単一の主体

による博愛的な政策決定を前提としていた

ため、必ずしも現実を上手く描写できるもの

にはなっていなかった。本研究では政策立

案・決定過程における主体間の相互関係を明

らかにし、彼らを取り巻く政治的な環境が業

務や権限の委任や、利益団体による政策の歪

みを明らかにすることを目的としている。 

 

 

 

 

３．研究の方法 

政治献金による政策の歪みに関しては、

Grossman and Helpman をはじめとした研

究の蓄積も顕著になってきているため、それ

らを情報の経済学のエッセンスを取り込ん

だ拡張を行い、さらには地域間の統合におけ

るこれら献金の与える影響をゲーム理論を

用いて分析を行う。官僚と政治家の間の委任

と権限分割に関しては、政治家は選挙、官僚

は能力を評価されることに起因するキャリ

アコンサーンをモチベーションとして、彼ら

の能力と努力が政策の結果に影響するよう

な状況を考え、市民の官僚が行う努力に関す

る予想が実際の努力と一致する合理的期待

に関する分析を行い、政治家の官僚への委任

が望ましいものかどうか検討を加える。さら

にこのモデルを拡張する形で、委任の程度を

権限分割として捉え、その決定権を誰が持つ

べきかという問題を比較制度分析によって

考察する。 

 

 

 

４．研究成果 

①地方分権化の理論の古典的な帰結として、

正の外部性を持つ公共財を地方分権によっ

て供給すると、過尐供給となり政府の失敗が

生じる。また、近年の新しい政治経済学の分

析の帰結として、政治献金が公共事業を過大

に歪めることもよく知られた事実である。し

たがって、政治献金は時と場合によっては地

方分権のデメリットである政府の失敗を解

消しうるかもしれない。このような問題意識

の下、以下の理論分析を行った。 

まずは、ファーストベストな公共財供給水準

について分析し、続いて、政治献金が行われ

ない状況で、政府の失敗がどの程度のものに

なるかについて考察している。さらに政治献

金が行われるときの地方政府が決定する公

共財供給水準を求めた上で、ファーストベス

トの水準と、献金なしのときの水準と献金あ

りきの状況での水準を比較し、政治献金が政

府の失敗を是正できる効果について検討を

行っている。結論としては、政府の献金によ

る現金収入の評価が高まれば高まるほど、よ

り高い外部効果を公共財が持たない限りロ

ビー団体の政治献金は社会的に過大な公共

財供給をもたらしてしまうというものであ

る。しかし政府の献金に対する評価があまり

高くなく、公共財の外部効果も大きいときは、

むしろロビー団体の献金を自由に行わせる

ことで、政府の失敗は是正されることが明ら

かになっている。 

したがって、地方分権を推進するのであれば、

政府の失敗を是正するために、政治献金に対

する規制を見直す必要があり、財政上の地方

への権限委譲のみならず、立法上の裁量に関

しても地方に委譲することが望ましくなる

ことが示されている。 

 

②公共事業に対する住民の選好に関する情

報に関して不確実性があり、かつ政治献金を

おこなって公共事業を肥大化させることで

利益を得ようとする特定利益団体に対して

政府と住民がこの選考に関する情報につい

て優位にある場合の公共投資決定水準が政

治的にどの程度歪められるか、そしてその場

合、住民の選好に関する情報を獲得しようと

する政府のインセンティブがどのようにな

るか検討を行った。その結果、本章の重要な

帰結の一つである、通常の契約理論では見ら

れないような、非対称情報下で完全情報下の



 

 

均衡が実現する場合があることが確認され

た。さらには政府の政治献金に対する評価が

高まるにつれて、公共投資決定に関する政治

的な均衡は、非対称情報下での分離均衡、そ

して一括均衡へとシフトすることが確認さ

れた。また、政府の情報獲得のインセンティ

ブは、政府が政治献金に対して付与する評価

が高まるほど小さくなっていくことが確認

されている。これは、献金への執着が強い政

府ほど、住民の情報を獲得しようとしない、

言い換えると政策決定に住民の意向を反映

しない政府であることが確かめられた。 

 

③特定利益団体は公共財供給可能な地域で

の代表選出の選挙において、住民が戦略的投

票を行うインセンティブを与え、その結果、

地域間の合併がない場合は、社会的に望まし

い公共財供給水準は実現されないことが確

認されている。また、地域間の合併がある場

合、公共財の外部性が正のときは、地域間の

合併交渉は合意に達することはなく、外部性

が負の場合にのみ合併が合意に達する可能

性があるばかりでなく、合併交渉によって社

会的に最適な公共財の供給がなされる可能

性があることが明らかにされている。本論文

において特定利益団体は、政治献金というレ

ントシーキング活動を、地域間の合併交渉が

行われることを知らない、あるいは予想でき

ない状況での分析を行っている。 

④再選を目的とする政治家と、立身出世を目

的とする官僚との間で、政策遂行の業務がい

かなる状況で委任されるかという問題につ

いて分析をしている。官僚はの能力は政策の

結果が得られた上で、その結果に基づいて評

価が改訂され、その評価に基づいた将来利得

が得られる。この将来利得こそが官僚の努力

のインセンティブである。この点を見据えて、

政治家はいかなる状況であれば政策が成功

に導かれて自らも再選されるような委任が

官僚に対して行えるかを考えることになる。

結果としては、住民が予想する官僚の努力の

程度が現実に官僚が行う努力と一致する合

理的期待均衡の存在が確かめられた。また、

複数均衡が存在する場合、最も高い予想と最

も低い予想が一致しているような 2 つの合

理的期待均衡が安定的だということが明ら

かになった。さらに、政治家の再選インセン

ティブが中位のときに、住民の厚生を損なう

ような政治家から官僚への委任が行われる

ことがありうることが確かめられた。 

⑤官僚と政治家の間の権限分割について分

析を加えている。基本的な設定は前出の④と

同様であるが、委任の程度、ここでは権限の

分割の程度を内生化し、権限の配分を決定で

きる主体を政治家、あるいは官僚のケースで

分析している。前者のケースは政治家（内閣）

主導型、後者は官僚主導型として捉え分析し

ている。さらに、官僚と政治家が結託して権

限配分を決定するケースや権限配分が憲法

によって規定されるケースも分析し、社会厚

生の観点から、どの制度が最も優位かという

比較制度分析を加えている。 
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